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排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて

建設機械の排出ガス低減性能に資する建設機械の指定等を実施することにより、排出ガ

ス対策型建設機械に対する国民の関心と理解を深め、国民の選択を通じて排出ガス低減性

能の高い建設機械の普及を促進することを目的とする「排出ガス対策型建設機械の普及促

進に関する規程 （平成２４年国土交通省告示第３１８号。以下「規程」という ）につ」 。

いては、平成２４年３月２３日付けで施行されたところであるが、これに併せて、その取

扱いに当たっては下記の点に留意し、遺漏のないよう措置されたい。

記

第１ 認定の審査期間（第３条）

認定の審査は、原則として、第２の１( )から( )までに掲げる区切りの期日から３ヶ1 4
月以内に行う。

第２ 原動機の型式認定の （第４条）申請に係る事項について

１ 型式認定の申請（以下「認定申請」という ）の区切り（第１項）。

認定申請については次に掲げる期日を区切りとして取りまとめる。ただし、平成１

８年６月３０日までの申請に関しては、同年４月３０日、５月３１日及び６月３０日

で区切るものとする。

( ) １月１日から３月３１日までの申請は、３月３１日で区切る。1
( ) ４月１日から６月３０日までの申請は、６月３０日で区切る。2
( ) ７月１日から９月３０日までの申請は、９月３０日で区切る。3
( ) １０月１日から１２月３１日までの申請は、１２月３１日で区切る。4

２ 型式認定の申請書及びその添付書類（以下「認定申請書等」という ）に係る事項。

について（第１項及び第２項）

規程に定める認定申請書等に関しては、次のとおりとする。

( ) 申請期日は、認定申請書等を提出した年月日とする。1
( ) 連絡先については、認定申請書等について責任を有する者の連絡先を記入する2

こととする。また、連絡先の住所が申請者の住所と異なる場合においては、当該

連絡先の住所を記入することとする。

( ) 認定申請書等に日本語以外の言語を用いる場合においては、その和訳を併記す3
るものとする。

( ) 認定申請書等は、国土交通省総合政策局公共事業企画調整課環境・リサイクル4
企画室に２通提出することとする。

( ) 原動機の名称及び型式（第１項第２号）5
同時に複数の認定申請を行う場合には、認定申請する全ての原動機の名称及び

型式の目録を添付するものとする。

( ) 認定申請に係る原動機（以下「申請原動機」という ）の構造及び性能を記載6 。

した書面（第２項第１号）
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以下に掲げる書面をいう。

① 原動機諸元表（別記様式１）

② 原動機同一型式の構成表（別記様式２）

③ 試験 の性能（別記様式３）原動機

④ 排出ガス成分発生量の低減に寄与する措置の内容を簡潔に記述した説明書

原動機同一型式の構成表 について( ) （別記様式２）7

① 同一の型式として処理できる原動機の範囲は、申請原動機と別紙１（原

動機の型式を区分する事項）に 項目の全てが同一であるものとする。掲げる

② の原動機同一型式の構成表（別記様式２）の記載に当たっては、申請原動機

うち、排出ガス対策型原動機技術基準に適合していることを確認するため

の （以下「 」という ）に関して、その選定理試験に供する原動機 試験原動機 。

由が分かるようにその他の欄に記載することとする。

( ) 申請原動機の外観図（同項第２号）8
申請原動機の外観図には 識別書（別記様式４）を添付することとする。原動機

( ) 排出ガス対策型原動機技術基準に適合することを証する書面（同項第３号）9
排出ガス対策型原動機の認定及び排出ガス対策型建設機械の指定に関する技術

基準の取扱いについて（平成１８年３月１７日付け国総施第１９２号。以下「技

術基準の取扱い」という ）付表の原動機排出ガス測定結果表をいう。。

( ) 申請原動機の品質管理の実施要領及び業務組織を記載した書面（同項第４号）10
申請原動機の検査を行う担当部署及びその実施要領（少なくとも検査の項目及

び方法並びに検査用機械器具の名称及び能力を含む ）についての記載をいう。。

( ) 申請原動機を取り付けることができる建設機械の範囲（同項第５号）11
申請原動機を取り付ける予定の建設機械全ての名称及び型式（第７の２(5)参

照 、又は取り付けることができる吸入負圧及び排気圧力の範囲のいずれかをい）

う。ただし、吸入負圧及び排気圧力は、以下のとおりとする。

① 吸入負圧は、吸気マニホールド（過給機付きのものにあっては、過給機）入

口上流約 以内の位置における静圧をいう。0.5m
② 排気圧力は、排気マニホールド（過給機付きのものにあっては、過給機）出

口下流約 以内の位置における静圧をいう。0.5m
( ) 契約書（同項第７号）12

日本語以外の言語を用いる場合においては、その和訳を併記するものとする。

( ) その他国土交通大臣が定める書面（同項第８号）13
以下に掲げる書面をいう。

① 申請原動機に関する評定書（ 排出ガス対策型原動機評定指針 （別添１）に「 」

定める評定様式）をいう。

② 申請 が、型式認定の申請者（以下「型式認定申請者」という ）と異原動機 。

なる製作者が供給する と同一のものである場合においては、 同一原動機 原動機

証明書（別記様式５）

③ 当該申請 が、型式認定申請者とそれ以外の者と共同で供給しようとす原動機
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るものである場合においては、 共同供給証明書（別記様式６）原動機

３ 評定書について

( ) ２( )①の評定書は、次に掲げる要件を全て満たす機関（以下「評定機関」と1 13
いう ）が、申請原動機の排出ガス性能に関して評定し、かつ、その結果を記載。

した書類をいう。

① 評定機関の設置趣旨が、評定の実施に当たって妥当なものであり、かつ、当

該機関が原動機又は建設機械の製作又は販売を業としていないこと。

② 評定業務の遂行に必要な体制が整えられていること。

③ 特定の評定申請者から出資又は財政的支援を集中的に受けていないこと。

④ 原動機からの排出ガスに関する審査及び評価の実績が５年以上あること。

( ) 評定機関は 「排出ガス対策型原動機評定指針 （別添１）に基づき、評定を行2 、 」

。う要領（以下「評定要領」という ）を策定するものとする。

４ について試験原動機

( ) は、原則として、当該試験を行う時点で運転の用に供し1 試験原動機に関して

ていないもの及び( )に定める条件により運転したもの（以下「長時間運転試2
験原動機」という ）を、それぞれ評定機関に提示することとする。ただし、。

５に定める書面の提出が行われた場合においては、運転の用に供していない

原動機のみでよいこととする。

次に掲げるいずれの要件も満たし( ) 長時間運転試験原動機に係る運転条件は、2
次の表の左欄に掲げる原動機の種別ごとに、右欄に掲げるた運転方法により、

運転時間以上運転することとする。また、長時間運転試験原動機の選定に関

しては 「長時間運転実施要領 によることとする。、 」（別添２）

① 原動機を運転している間の平均負荷率が４０％以上であること。

② 原動機を定格回転速度の６０％以上で運転している時間の割合が７０％以上

であること。

③ 原動機を定格回転速度の９０％以上で運転している時間の割合が２０％以上

であること。

原動機の種別 運転時間

定格出力が８ 以上１９ 未満 時間kW kW 3,000

定格出力が１９ 以上３７ 未満 時間kW kW 5,000

定格出力が３７ 以上５６０ 以下 時間kW kW 8,000

５ 試験原動機の提示に代わる措置について長時間運転

( ) いずれの要件も満たした書面の提出が行われた場合においては、1 次に掲げる

長時間運転試験原動機の提示は不要とする。
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① 原動機について、４( )に掲げる運転を行ったことを証する書面又は試験 2
４( )に掲げる運転により原動機に生じる機能の劣化と同等以上の劣化を当2
該原動機に生じさせる運転を行ったことを証する書面

試験 排出ガス対策型原動機の認定及び排出ガ② ①の運転を行った 原動機が、

技術基準（平成１８年国土交通省告示第３ス対策型建設機械の指定に関する

４９号）第２条の排出ガス対策型原動機技術基準に適合していることを証

する書面

( ) ( )の書面の様式は 「長時間運転実施要領 によることとする。2 1 、 」（別添２）

６ 認定の申請の特例型式

当該申請原動機に関して本人以外の者から供給を受けている、型式認定申請者が

場合においては、認定申請書等の又は本人以外の者と共同で供給しようとしている

提出に代えて、以下に掲げる書面の提出を行うことができる。

( ) 当該申請原動機に関して本人以外の者から供給を受けている場合1
以下に掲げる全ての書面

① の構成表（別記様式２）原動機同一型式

② 識別書（別記様式４）原動機

③ 供給者による排出ガス対策型 同一証明書（別記様式５）原動機

( ) 当該申請原動機に関して本人以外の者と共同で供給しようとしている場合2
以下に掲げる全ての書面

① いずれかの者による原動機同一型式の構成表（別記様式２）

② 識別書（別記様式４）原動機

③ 申請原動機の品質管理の実施要領及び業務組織を記載した書面（規程第４条

第２項第４号）

④ 共同供給証明書（別記様式６）原動機

第３ 変更の認定について（第７条）

１ 変更の認定の申請（以下「変更認定申請」という ）の区切り（第１項）。

変更認定申請の区切りについては、第２の１と同様とする。

２ 変更認定申請の方法

変更認定申請に当たっては、変更前の認定申請書等を添付等することにより当該変

更箇所が分かるようにするものとする。

３ 変更認定申請の特例

の構成表（別記様式２）に関しては、試験原動機の性能に変更が原動機同一型式

原動機同一型無い範囲内で新たな原動機識別記号を追加する場合においては、当該

の構成表を国土交通大臣に届け出ることをもって足りるものとする。式

第４ 型式認定の変更の届出の区切りについて（第８条）

１ 型式認定の変更の届出（以下「認定変更届出」という ）の区切りについては、第。

２の１と同様とする。

２ 認定変更届出の方法

認定変更届出を行うに当たっては、変更前の認定申請書等を添付等することにより
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当該変更箇所が分かるようにするものとする。

第５ 認定の取消しについて（第９条）

相当期間（第１項第４号）とは、型式認定申請者が定める申請原動機の品質保証期間

とする。

第６ 指定の審査期間（第１１条）

指定の審査は、原則として、第２の１( )から( )までに掲げる区切りの期日から３ヶ1 4
月以内に行う。

第７ 建設機械の型式指定の申請に係る事項について ）（第１２条

１ 型式指定の申請（以下「指定申請」という ）の区切り（第１項）。

指定申請の区切りについては、第２の１と同様とする。

２ 型式指定の申請書及びその添付書類（以下「指定申請書等」という ）に係る事項。

について（第１項及び第２項）

規程に定める指定申請書等に関しては、次のとおりとする。

( ) 申請期日は、指定申請書等を提出した年月日とする。1
( ) 連絡先については、指定申請書等について責任を有する者の連絡先を記入する2

こととする。また、連絡先の住所が申請者の住所と異なる場合においては、当該

連絡先の住所を記入することとする。

( ) 指定申請書等に日本語以外の言語を用いる場合においては、その和訳を併記す3
るものとする。

( ) 指定申請書等は、国土交通省総合政策局公共事業企画調整課環境・リサイクル4
企画室に２通提出することとする。

( ) 建設機械の名称及び型式（第１項第２号）5
① 「建設機械の名称」とは、請負工事機械経費積算要領（昭和４９年３月１５日

付け建設省機発第４４号。以下同じ ）別表第１の建設機械等損料算定表に定め。

る機種名をいう。

② 同時に複数の指定申請を行う場合においては、申請する全ての建設機械の名称

及び型式の目録を添付するものとする。

③ 規程第１０条第１項第３号の規定により認定原動機とみなす原動機のうち、排

出ガスの測定について （往復動内燃機関―排気排出物測定―第４部JIS B 8008-4
：各種用途の試験サイクル）又はこれと同等の規格に規定されるサイクルＤ２を

用い、これにより同等とみなす基準に該当する原動機を搭載する場合の発動発電

機は、周波数が固定された発動発電機とする。

④ 規程第１０条第１項第３号の規定により認定原動機とみなす原動機が搭載され

た建設機械を申請する場合においては、同一の型式として処理する範囲は、申請

に係る建設機械がすでに指定を受けた建設機械と比較して、その相違が別紙２に

掲げる「型式を区別する事項」のいずれにも該当しないときとする。

( ) 建設機械に搭載している認定原動機（第１項第３号）6
規程第１０条第１項第３号に規定する原動機を建設機械に搭乗する場合、指定

申請者と密接な関係のある者が、指定を受けようとする建設機械と同一の型式に

属する建設機械について規定第１１条の指定を受けていないこと。
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( ) 建設機械の構造、装置及び性能を記載した書面（第２項第１号）7
認定原動機の製作又は販売を業とする者による原動機諸元表（別記様式１）及

（ ） （ ）び同原動機同一型式の構成表 別記様式２ 並びに建設機械仕様書 別記様式７

をいう。ただし、規程第１０条第１項第３号の規定により認定原動機とみなす原

動機を搭載した建設機械においては、特定特殊自動車排出ガスの規制等に関して

必要な事項を定める告示（平成１８年３月２８日経済産業省・国土交通省・環境

省告示第１号）第１６条に規定する定格出力に応じて同等とみなす基準に適合す

ることを証した書面とする。

( ) 建設機械の写真（同項第２号）8
前方、左側方及び右斜め後方を、それぞれ写した写真を１枚の日本工業規格Ａ

４の用紙に貼り付けることとする。

( ) 排出ガス対策型建設機械技術基準に適合することを証する書面（同項第３号）9
技術基準の取扱い別添３付表の無負荷急加速黒煙測定結果表をいう。また、提

出する書面は当該付表の写しを用いるとともに、原本については申請者が申請後

５年間保管することとする。

( ) 指定申請に係る建設機械（以下「申請建設機械」という ）の品質管理の実施10 。

要領及び業務組織を記載した書面（同項第４号）

申請建設機械の品質管理の実施要領及び業務組織を記載した書面については、

第２の２( )と同様とする。10
( ) 契約書（同項第６号）11

契約書については、第２の２( )と同様とする。12
( ) その他国土交通大臣が定める書面（同項第７号）12

以下に掲げる書面をいう。

① 申請建設機械が、型式指定の申請者（以下「型式指定申請者」という ）と。

異なる製作者が供給する建設機械と同一のものである場合においては、建設機

械同一証明書（別記様式８ 。）

② 当該申請建設機械が、型式指定申請者とそれ以外の者と共同で供給しようと

するものである場合においては、建設機械共同供給証明書（別記様式９ 。）

型式指定の申請の特例３

当該建設機械に関して本人以外の者から供給を受けている、又は型式指定申請者が

場合においては、指定申請書等の提出本人以外の者と共同で供給しようとしている

に代えて、以下に掲げる書面の提出を行うことができる。

( ) 当該申請建設機械に関して本人以外の者より供給を受けている場合1
以下に掲げる全ての書面

① 建設機械仕様書（別記様式７）

② 当該申請建設機械の写真（規程第１２条 ）第２項第２号

③ 供給者による建設機械同一証明書（別記様式８）

( ) 当該申請建設機械に関して本人以外の者と共同で供給しようとしている場合2
以下に掲げる全ての書面



- 7 -

① 建設機械仕様書（別記様式７）

② 当該申請建設機械の写真（規程第１２条 ）第２項第２号

③ 規程第１申請建設機械の品質管理の実施要領及び業務組織を記載した書面（

第２項第４号）２条

建設機械共同供給証明書（別記様式９）④

第８ 変更の承認について（第１５条）

１ 変更の承認の申請（以下「変更承認申請」という ）の区切り（第１項）。

変更承認申請の区切りについては、第２の１と同様とする。

２ 変更承認申請の方法

変更承認申請に当たっては、変更前の指定申請書等を添付することにより当該変更

箇所が分かるようにするものとする。

第９ 型式指定の変更の届出について（第１６条）

１ 型式指定の変更の届出（以下「指定変更届出」という ）の区切り。

指定変更届出の区切りについては、第２の１と同様とする。

２ 指定変更届出の方法

指定変更届出を行うに当たっては、変更前の指定申請書等を添付等することにより

当該変更箇所が分かるようにするものとする。

第１０ 指定の取消しについて（第１７条）

相当期間（第２項第４号）については、指定建設機械の製造を中止した年度における

建設機械等損料算定表の標準使用年数とする。
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別紙１ 原動機の型式を区分する事項

原動機の型式を区分する事項は、下表の左欄に掲げる項目とする。

項目 例

原動機の種別（注） 定格出力が１９ 以上３７ 未満である原動機kW kW

燃焼サイクル ２サイクル、４サイクル

冷却方式 空冷、水冷

シリンダ・ブロック形状 直列・ 型V

シリンダ・ボアの中心間距離

総排気量 内径、行程

燃焼室形式 副室式、直噴式

燃料供給方式 気化器、ポート内燃料噴射、筒内燃料噴射、列形、分

配形、ユニットインジェクタ、コモンレール等の別

OHC OHV弁機構 、

過給機 装着の有無

給気冷却器 装着の有無

後処理装置 触媒

触媒の種類 酸化、還元、三元等の別

触媒の形式 ペレット、モノリス

触媒の個数

触媒の主要成分 白金、ロジウム、パラジウム

触媒の取付け位置 排気マニホールド内、床下

の個数DPF

排気ガス再循環装置 装着の有無

（注）原動機の種別とは排出ガス対策型原動機の認定及び排出ガス対策型建設機械の指定

に関する技術基準（平成１８年国土交通省告示第３４９号）第２条に定める表中欄

に掲げるものをいう。
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別紙２（規程第１０条第１項第３号の規定により認定原動機とみなす原動機が搭載

された建設機械を申請する場合の同一型式の範囲）

型式を区別する事項 例示

１ 認定原動機の型式

２ 建設機械の名称 ブルドーザ、小型バックホウ、バックホウ、ホイール

ローダ、クローラローダ、クローラクレーン、ホイー

ルクレーン、バイブロハンマ、油圧式杭圧入引抜機、

ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ、アスファ

ルトフィニッシャ、空気圧縮機、発動発電機、ドラグ

ライン及びクラムシェル、クローラドリル、ダンプト

ラック、モータグレーダ、自走式破砕機、可搬式破砕

、 、 、 、 、機 除雪グレーダ 除雪ドーザ 電機溶接機 投光機

特装運搬車及び不整地運搬車、油圧パワーユニット、

アースドリル、クローラ式アースオーガ、自走式土質

改良機、高所作業車（リフト車 、全回転型オールケ）

ーシング掘削機、ゴムチップ材敷均機、路面安全溝切

削機、バイブロ用ウォータージェット、トラクタ（単

体 、スタビライザ、泥上掘削機、自走式コンベア、）

自走式スクリーン、可搬式スクリーン、廃材積込機、

コンクリート成型機械、草刈機、ボーリングマシン、

タンピングローラー、超高圧ウォータージェット、オ

ールケーシング掘削機、クローラ式杭打機、小口径管

、 、 、 、推進機 路面清掃車 トラッククレーン 種子吹付機

路面切削機、アンカードリル、ロータリ除雪車、起重

機船、コンクリートスプレッダ、コンクリート成型養

生機械、土砂圧送機、路面ヒータ、プレスコンテナ、

コンクリートポンプ、自走式木材破砕機、可搬式木材

破砕機、トレンチャ、深層混合処理機、グラウトポン

プ、アスファルト号材搬送機、コンクリートブロック

キャリア、ロータリ除雪装置、工事用高圧洗浄機、単

軌条運搬機、杭打ち用ウォータージェット、スリップ

フォームペーバ、コンクリート横取機、ウォータージ

ェットはつり機、フォームドスタビライザ、粉体噴射

攪拌機、地下連続壁施工機、凍結防止剤散布車、コン

クリートフィニッシャー、ランドフィルコンパクタ
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別記様式１
原動機諸元表

平成 年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

（認定番号等） 諸 元 表

認定番号 燃焼サイクル等

気筒配列、気筒数及び配置

認定年月日 燃焼室形式

弁機構

変更承認年月日 内径×行程

シリンダ・ボアの中心間距離

原動機の型式 圧縮比

冷却装置

製作者等の氏名又は名称 過給機形式

給気冷却器形式

原動機の種別 燃料噴射装置形式

形式噴射

総排気量(L) 噴射時期ポン

調速機形式プ

原動機の型式の表示様式 噴射時期加減装置形式

形式噴射

原動機の型式の表示位置 噴口ノズ

噴射圧力ル

ﾌﾞﾛｰﾊﾞｲ・ｶﾞｽ還元装置

排出ガス重量（ モード） 種類及び形式

（g／kWh）

NMHC HC 触 個数、容量、

+NOx NOx 媒 主要成分及び担持量

CO 取付け位置

PM Ｄ 種類

Ｐ 容量及び個数

排出ガス濃度（ モード） Ｆ 取付け位置

黒煙(%) ＥＧＲ装置の形式

その他の装置の形式

備考 (1) 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

(2) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
- 10 -
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別記様式２

原動機同一型式の構成表

平成 年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

認定番号：

追記番号 変更年月日原動機の名称及び型式：

試験原動機の原動機識別記号：

No. 原動機 最高出力 定格出力 最大トルク 燃料吐出量 吸入負圧 排気圧力 無負荷最低 その他 追記

識別記号 最大トルク点 定格点 (最大値) (最大値) 回転速度 制限事 番号

kW/min kW/min Nm/min / / kPa kPa min 項
-1 -1 -1 -1

mm mm

3 3

stroke stroke

：その他

備考 (1) 追記番号は、型式認定の申請時を「１」とし、変更認定申請又は認定変更届出を行う

ごとに番号を１追加する。

(2) 発動発電機専用原動機の場合においては、最大トルク(Nm/min )は低速回転（５０Ｈ-1

ｚ）側の定格出力(kW)と読み替える。

(3) 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

(4) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
- 11 -




- 11 -

別記様式３

試験原動機の性能

原動機の名称及び型式 原動機識別記号

回転速度 軸 出 力 軸 ト ル ク
備 考

min kW N･m－１

定格点

中間回転数計測点

最大トルク点

－１無負荷最高回転速度 min
－１無負荷最低回転速度 min

備考 (1) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

回 転 速 度 min

kW

軸
ト
ル
ク

軸

出

力

-1

###

### N･m

####

###

###

###

###

###

#### #### #### #### ####

###

###

### g/kW･h

###

###

燃
料
消
費
率

M-PLBJSC
テキストボックス
- 12 -
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別記様式４

原動機識別書

１．原動機の名称及び型式

２．原動機の識別方法

識別方法の記載例

原動機の

名称及び型式 生産区分

ラベル素材：△△△△

打刻や鋳だしの場合は、ラベルの※

素材等の欄に打刻あるいは鋳だしＡＢＣ１２－ｘｙ ○

記述する。*#######* ○ と

○○○

製造番号

識別ラベル位置

原動機平面図

※原動機の名称及び型式が、他の識別記号（生産区分等）と連なっている場合は、それ

らを具体的に明記する。

備考 (1) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
- 13 -
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別記様式５

原動機同一証明書

平成 年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて第２の２(13)②

に基づき、下記の原動機は弊社にて製造し、△△△△株式会社に供給していることを

証明致します。

記

１．弊社における原動機の名称及び型式

○○○○○

原動機識別記号：

２．供給先における原動機の名称及び型式

△△△△株式会社 △△△△△△

原動機識別記号：

備考 (1) 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

(2) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
- 14 -
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別記様式６

原動機共同供給証明書

平成 年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて第２の２(13)③

に基づき、○○○○株式会社、△△△△株式会社及び□□□□株式会社の下記原動機

は、共同で供給しようとするものであることを証明致します。

記

１．○○○○株式会社における原動機の名称及び型式

○○○○○

原動機識別記号：

２．△△△△株式会社における原動機の名称及び型式

△△△△△

原動機識別記号：

３．□□□□株式会社における原動機の名称及び型式

□□□□□

原動機識別記号：

備考 (1) 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

(2) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
- 15 -
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別記様式７

建設機械仕様書

１．搭載原動機識別記号

２．建設機械の構造、装置及び性能

３．建設機械の主要規格

項 目 内 容

規 諸 元

定 格 出 力

格 質 量

４．建設機械の吸入負圧及び排気圧力

備考 (1) 建設機械の構造、装置及び性能欄に全て記載できない場合は、申請者が定める様式の仕

様書を添付することで、記載に代えることができるものとする。

この場合においては、当該欄に「別添仕様書参照」と記載するものとする。

(2) 建設機械の名称及び諸元に関しては、請負工事機械経費積算要領別表第１の建設機械

等損料算定表を参考に記載することとする。

(3) 吸入負圧及び排気圧力は定格点における値とする。

(4) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
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別記様式８

建設機械同一証明書

平成 年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて第７の２(11)①

に基づき、下記の建設機械は弊社にて製造し、△△△△株式会社に供給していること

を証明致します。

記

１．建設機械の名称

２．建設機械の主要規格

搭載原動機製作者定格出力 質 量
搭載原動機の諸 元 回転速度
名称及び型式(kW/min ) (t又はkg)－１

３．○○○○株式会社における建設機械の型式

○○○○○

４．△△△△株式会社における建設機械の型式

△△△△△

備考 (1) 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

(2) 建設機械の名称及び諸元に関しては、請負工事機械経費積算要領別表第１の建設機械等

損料算定表を参考に記載することとする。

(3) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
- 17 -
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別記様式９

建設機械共同供給証明書

平成 年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

氏名又は名称（法人にあっては、その代表者の氏名） 印

住 所

排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて第７の２(11)②

に基づき、○○○○株式会社、△△△△株式会社ならびに□□□□株式会社の下記型

式が同一の建設機械であることを証明致します。

記

１．建設機械の名称

２．建設機械の主要規格

定格出力 質 量 搭載原動機製作者
諸 元 回転速度 搭載原動機の

(kW/min ) (t又はkg) 名称及び型式－１

３．○○○○株式会社における建設機械の型式

○○○○○

４．△△△△株式会社における建設機械の型式

△△△△△

５．□□□□株式会社における建設機械の型式

□□□□□

備考 (1) 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

(2) 建設機械の名称及び諸元に関しては、請負工事機械経費積算要領別表第１の建設機械等

損料算定表を参考に記載することとする。

(3) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

M-PLBJSC
テキストボックス
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別添１

排出ガス対策型原動機評定指針

１．目 的

本評定指針は、排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについ

て（以下「規程の取扱い」という ）第２の３に規定する評定機関が実施する原動機。

の評定に関し必要な事項を定める事を目的とし、規程の取扱い第２の３( )の排出ガ2
ス対策型原動機評定指針について定めるものである。

２．定 義

この指針において「評定試験」とは、評定機関の立会の下で実施される原動機の

排出ガス重量及び濃度の測定（以下「排出ガス測定」という ）をいう。。

３．事前書類確認

評定機関は、評定試験の依頼者（以下「依頼者」という ）が、評定試験の事前に。

提出する次に掲げる書面について内容を確認する。

（１）原動機諸元表

規程の取扱い別記様式１に必要事項が記入されていること。

（２）原動機同一型式の構成表

規程の取扱い別記様式２に必要事項が記入され それらが規程の取扱い別紙 原、 （

） （ 「 」動機の型式を区分する事項 に基づく原動機の同一型式 以下 原動機同一型式

という ）の範囲から逸脱していないこと。。

（３）試験原動機の性能（仕様又は標準値）

① 規程の取扱い別記様式３に必要事項が記入され、それらが原動機同一型式の

範囲から逸脱していないこと。

② 試験原動機は、排出ガス性能が最も厳しいと総合的に判断できるものが選定

されていること。

（４）原動機排出ガス測定結果表

① 排出ガス対策型原動機の認定及び排出ガス対策型建設機械の指定に関する技

術基準の取扱いについて（平成１８年３月１７日付け国総施第１９２号。以下

「技術基準の取扱い」という ）付表に必要事項が記入され、それらが原動機同。

一型式の範囲から逸脱していないこと。

② 排出ガス測定方法及び排出ガス測定結果が、排出ガス対策型原動機の認定及

び排出ガス対策型建設機械の指定に関する技術基準（平成１８年国土交通省告

示第３４９号。以下「技術基準」という ）第２条に適合していること。。

③ 試験燃料は、技術基準の取扱い第１の３の規格を満たしていること。

（５）耐久性を証する書面

① 規程の取扱い別添２の長時間運転実施要領付表１、付表２及び付表３に必要

事項が記入されていること。

② 試験原動機は、長時間運転を実施する上で排出ガス性能が最も厳しいと総合

的に判断できるものが選定されていること。

③ 排出ガス測定方法及び排出ガス測定結果が、長時間運転実施要領に基づいた

ものであり、かつ、技術基準第２条に適合していること。

④ 試験燃料は、技術基準の取扱い第１の３の規格を満たしていること。

⑤ 排出ガス測定方法及び排出ガス測定結果が、長時間運転実施要領附則２第２
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の５に該当する場合は、①から④に定めるところにかかわらず、長時間運転実

施要領様式２－１の申請原動機の運転実施済証及び基準適合証（以下「運転実

施済証」という ）に必要事項が記入され、かつ、添付する長時間運転実施要領。

附則２第２の５でいう各認証機関が発行する証明書の写しが、試験原動機に適

用できるものであること。

４．測定機器類の検査の確認

評定機関は、試験原動機の排出ガス測定を行うための測定機器類について、以下

の確認を行う。

（１）検査内容の確認

測定機器類は、 （往復動内燃機関－排気排出物測定－第１部：ガスJIS B 8008-1
状排出物及び粒子状排出物の台上測定）で精度が定められているものは、その精

度内であることが確認され、それ以外の測定機器は、可能な限り、国際規格又は

国内規格、定評ある技術機関の刊行物又は関連の科学文献もしくは定期刊行物に

公表された方法により確認されていること。

測定機器類は、定められた校正間隔による管理を行うことにより品質が確保さ

れていること。

検査方法が定められていないものは、適用可能な場合、国家計量標準に合致す

るよう運用されていること。

（２）検査書類の確認

測定機器類の検査結果は、試験室情報（ （往復動内燃機関－排気排JIS B 8008-6
）「 」、出物測定－第６部：試験報告 の 排気排出物測定試験報告用紙 ：試験室情報6-1

「排気排出物測定試験報告用紙 ：試験室情報 温度、圧力及び湿度」による）6-2
に記入されているとともに、主な測定機器（排出ガス測定装置，粒子状物質測定

装置、スモークメータ，空気流量計，燃料流量計及び動力計等）の検査結果及び

排出ガス測定装置の校正に使用する校正ガスの検査成績書が添付してあること。

５．評定試験出力仕様の決定

評定機関は、排ガス性能が最も厳しいと総合的に判断できるものを評定試験を行

う試験原動機として選定する。また、最高出力その他の原動機の諸元が一つに定め

られない場合においては、試験原動機を１機追加することができる。

６．評定

（１）出力性能確認

評定機関は、依頼者が実施した試験原動機の出力性能の測定値と依頼者が提出

する試験原動機の性能を記載した書面中の出力性能の値が、依頼者が定める許容

範囲内であることを確認する。

評定試験に用いる試験燃料は、技術基準の取扱い第１の３の規格を満足してい

ることを確認する。

（２）評定試験
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排出ガス測定は、技術基準第２条の規定に従い行う。

評定試験時は、次の確認を行う。

① 排出ガス測定装置が、校正ガスにより校正されていること。

② 測定される排出ガス測定値に異常な変動がないこと。

校正ガス（ゼロガスを含む ）による排出ガス測定装置の校正結果と排出ガス。

測定値が記録チャート等で確認されていることが望ましい。

③ 排出ガス測定結果が原動機排出ガス測定結果表（３．( )参照）に記入されて4
いること。

７．評定書等

評定機関は、全ての提出書類が整い、かつ、前項に規定する評定を行った結果が

技術基準第２条に適合していると認めたときに、評定書（評定様式－１）を発行す

る。

評定機関は、評定に際して必要と認める場合には、３、４及び６に定める提出書

類以外の資料についても提出を求めることができる。

、 。評定書番号は 各評定機関の管理のもとに評定原動機毎に固有の番号を設定する

８．書類の保管

評定機関は、次に掲げる書類を最低５年間保管する。

これらの書類は安全に保管し、依頼者の機密の保持を確保する。

（１）評定書の写し

（２）原動機諸元表

（３）原動機同一型式の構成表

（４）試験原動機の性能（ 仕様又は標準値」及び「測定値」の２種類）「

（５）原動機排出ガス測定結果表

（６）耐久性を証する書面

（７）試験室情報

（８）試験燃料の性状（分析結果）
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評定様式－１

評定書番号

原 動 機 排 出 ガ ス 評 定 書

１．申請者

氏 名 又 は 名 称

住所又は所在地

２．試験原動機

原動機の名称及び型式

製 造 番 号

３．試験原動機の概要

燃焼サイクル 過 給 機 形 式

気筒配列、気筒数及び配置 給 気 冷 却 器 形 式

燃 料 噴 射 装 置 形 式燃 焼 室 形 式

噴 射 ポ ン プ 形 式弁 機 構

噴 射 ノ ズ ル 形 式内 径 × 行 程

シリンダ・ボアの中心間距離 ブローバイ・ガス還元装置

触 媒 の 種 類 及 び 形 式総 排 気 量

圧 縮 比 の 種 類D P F
Ｅ Ｇ Ｒ 装 置 の 形 式冷 却 装 置

４．排出ガスに関する評定

（１）排出ガス測定結果

単位；ｇ／ｋＷ･ｈ（黒煙：％）

対 象 物 質 基 準 値 測 定 値

ＨＣNMHC
＋

NOx xＮＯ

排出ガス ＣＯ

ＰＭ

黒煙
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評定書番号

測定記録

測 定 期 日 平成 年 月 日

測 定 条 件 平均吸気温度 ℃

kPa平均大 気 圧

平均大気係数

測 定 場 所

排出ガス測定装置

粒子状物質測定装置

黒 煙 濃 度 計

（２）試験原動機の排出ガスに対する所見

排出ガス測定結果より、得られた値は全て基準値を満足している。

従って、依頼された原動機は排出ガス対策がなされていると認められる。

上記原動機について 「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規、

程の取扱いについて」第２の３（ ）に定める評定要領に基づき、排出2
ガスに関し評定したことを証する。

平成 年 月 日

（評定機関名）

（代表者名） 印
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評定書番号

別紙 原動機同一型式の構成と排出ガス測定値

原動機同一型式の構成

試験原動機の原動機識別記号：

原動機 定 格 出 力 最 大 ト ル ク 無負荷最低回転
識別記号

－１ －１ －１kW min N m min min･ 速度

排出ガス測定値 単位；ｇ／ｋＷ･ｈ（黒煙：％）

排出ガス
原動機

NMHC NOx識別記号 ＋
ＣＯ ＰＭ 黒煙

ＨＣ ＮＯｘ

(事前提出）

(評定試験）

劣化補正値 単位；ｇ／ｋＷ･ｈ

排出ガス

NMHC NOx＋
ＣＯ ＰＭ

ＨＣ ＮＯｘ
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別添２

長時間運転実施要領

排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて（以下「規程の取扱

い」という ）第２の５( )で定める長時間運転実施要領に係る運転の要件について実施。 2
、 。要領並びに評定機関に提出する書面の様式等については 下記により取り扱うこととする

記

１ 評定機関に提示する試験原動機に係る運転の実施要領

規程の取扱い第２の４( )に定める評定機関に提示する軽油を燃料とする試験原動機1
であって第２の４( )に定める運転の要件に基づき、試験原動機の運転を実施する場合2
においては、第２の４( )の規定によるほか、附則１の「長時間運転実施要領」による2
ものとする。

２ 評定機関に提出する書面の様式等

規程の取扱い第２の４( )に定める長時間運転試験原動機の提示の代わりに評定機関1
、 、に提出する書面であって 当該長時間運転試験原動機について提出する場合においては

附則２の様式２－１による「申請原動機の運転実施済証及び基準適合証」とする。

なお、その記載要領は、附則２の「申請原動機の運転実施済証及び基準適合証の記載

要領」によるものとする。

また、外国において本邦に輸出される原動機を製作することを業とする者（外国人又

は外国法人に限る。)にあたっては、附則２の様式２－１に参考として英語訳を併記す

ることができるものとする。

この場合には、備考欄に「英語訳は参考として併記したものである」旨を日本語及び

英語で記載することとする。
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附則１（記１関係） 

 

長時間運転実施要領 

 

第１ 適用範囲 

 排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱い（以下「規程の取扱い」という。）

に定める原動機であって軽油を燃料とするものに係る長時間運転は、規程の取扱いの規定によ

るほか、この実施要領によるものとする。 

 

第２ 試験原動機 

 試験原動機(第５の排出ガス測定を行うために必要な付属装置を備えていること。以下同

じ。)は、型式認定に係る原動機と同一の構造、装置及び性能を有するものとする。また、試

験原動機は、申請者の提出する書面等により、型式認定の申請に係る原動機と同一の構造、装

置及び性能を有するものであることが確認できる場合を除き、型式指定申請等のものと同一で

あることとする。また、試験原動機は、運転開始前において、運転の用に供していないもので

あり、かつ、点検・整備要領に基づいて整備された状態であることとする。 

 

第３ 運転方法 

 試験原動機の運転は、原動機ダイナモメータ上において１に定める方法により行うこととす

る。 

１ 原動機ダイナモメータ上の運転方法 

試験原動機の運転は、原動機ダイナモメータ上において、第５の排出ガス測定に係る運転を

除き、表 1の運転条件に適合する運転に対応する原動機の運転状態を適宜組み合わせてこれを

繰り返すことにより行う。この場合における「平均負荷率」は、別紙により求めること。 

なお、この運転の例を参考モードとして別紙に示す。 

表１ 

運転条件 

回転速度条件 負荷率条件 

回転速度 時間比率 

定格回転速度の 90%以上の回転速度   20％以上 

定格回転速度の 60％以上の回転速度 70％以上 

その他の回転数 任意 

平均負荷率 

40％以上 

その他：耐久運転モードは、1サイクル 120 分以内とすること 

 

２ 規程の取扱い第２の４(2)に定める運転と同等な運転方法 

 １において、Code of Federal Regulation（米国連邦法規総覧）Title40 Chapter1 Part89

又は Part1039 並びに 97/68/EC 及びその改訂指令で Stage III 以降の規制（EC 指令）に規定す

る運転方法とすることができる。 

 
第４ 運転期間中の処理 

１ 運転期間中の試験原動機の点検・整備については、原動機製作者の定める点検整備方式に

準拠して実施することができる。 

この場合において、点検・整備項目は、原動機製作者の定めるところによるものとする。た

だし、やむを得ずこれ以外の整備を臨時に実施する必要が生じた場合にあっては、整備を実施

したうえその内容を記録するものとする。 

２ 運転期間中は、原動機の排出ガス性能に係る部品については、定期交換部品以外の部品の
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交換を行ってはならない。ただし、やむを得ず交換を行った場合には、当該交換部品を提示で

きるよう型式指定申請等の期間中保管しておくこととする。 

 

第５ 排出ガス測定 

１ 排出ガス対策型原動機の認定及び排出ガス対策型建設機械の指定に関する技術基準の取

扱いについて（平成１８年３月１７日付け国総施第１９２号。以下「技術基準の取扱い」とい

う。）第１で定める排出ガスの測定方法（以下「Ｃ１モード法」という。）は、運転開始後の

運転時間数が 125h 以下の時点及び規程の取扱い第２の４(2)で定める運転時間数（以下「長時

間運転時間数」という。）以上の時点での運転後の測定を行うまで、運転期間中において、規

定運転時間数を概ね等間隔に分割した運転時間数に達する時期ごとに測定を行うものとする。

なお、「等間隔に分割した」とは 3分割以上とし、排出ガス測定は分割された運転時間数の±

10％の時間の範囲で行うこととする。 

ただし、外挿法により長時間運転を行う場合には、表 2の左欄に示す原動機の種別ごとに運

転開始後の運転時間数が 125h 以下の時点及び表 2 の右欄に定める外挿法適用時の運転時間数

以上の時点での運転後の測定を行うまで、その運転時間数を概ね等間隔に分割した運転時間数

に達する時期ごとに測定を行うものとする。 

また、原動機と一体として搭載される排出ガスの発散防止装置（後処理装置に限る。以下こ

の項において同じ。）が定期交換部品である場合には、最終回の排出ガス測定後に当該排出ガ

スの発散防止装置を交換し、交換後の排出ガス測定を行うものとする。ただし、この場合、交

換後とは交換直後から 100h 運転した時点とする。 

なお、排出ガス測定時期に、第 4の 1に定める点検・整備を行う場合は点検・整備の前に排

出ガス測定を行い、排出ガス性能に影響を及ぼすおそれのある点検・整備を行った場合には、

点検・整備後にも排出ガス測定を行うものとする。 

 

表 2 

原動機の種別 運転時間 外挿法適用時の運転時間 

定格出力が8kW以上19kW未満 3,000時間 1,000時間 

定格出力が19kW以上37kW未満 5,000時間 1,670時間 

 

定格出力が37kW以上560kW以下 8,000時間 2,670時間 

  

２ 排出ガス測定は、試験方法に準拠して行うものとする。 

なお、外挿法により長時間運転を行う場合には、各時期に複数回数の排出ガス測定を行わな

ければならない。 

 

第６ 運転結果等 

１ 第３の１又は２に定める運転の記録及び結果は、付表 1及び 2の様式に記入する。 

２ 第３の１又は２に定める試験原動機の点検・整備等の状況は、付表 3の様式に記入する。 
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付表 1 

               長時間運転の結果（1） 

 

◎試験原動機 

原動機型式      定格出力   kW/min-1 

原動機シリアル番号     サイクル   気筒   総排気量   L  

排出ガス減少装置         

定期交換部品（後処理装置）    定期交換時期        

◎運転実施状況 

運転場所 

運転方法 原動機ダイナモメータ 

運転モード〔参考モード（運転方法 A・運転方法 B）、その他のモード（       ）〕 

外挿法 〔適用・適用せず〕 

運転期間     年  月  日 ～     年  月  日 

総運転時間数       h  （外挿法適用時の実運転時間        h） 

条件別運転時間数 

 

負荷率条件
回転速度 時間比率

定格回転速度の90%以上の回転速度 （　　　　　　％） ｈ　

定格回転速度の60%以上の回転速度 （　　　　　　％） ｈ　

その他の回転速度 （　　　　　　％） ｈ　

　　　計

回転速度条件
運転条件

（　　　　　　％）

時間

 
 

◎排出ガス測定 

測定場所 

使用燃料 

排出ガス分析計 

CVS 装置 

希釈トンネル 

精密天秤 

原動機ダイナモメータ 

（注）1．｢運転モード｣については、( )内のいずれか該当する方に○印を付す。 

なお、｢その他のモード｣に○印を付した場合には、その内容を（ ）内に記入する。 

   2．外挿法については、〔 〕内のいずれか該当する方に○印を付す。 

   3．｢総運転時間数｣については、相当する運転時間を換算した値を記入する。 

   4．原動機シリアル番号については、当該原動機のシリアル番号を記載する。 
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付表 2                                                     

                長時間運転の結果（2） 

                      

原動機のシリアル番号 

  原動機の型式                                                                                

排出ガス測定結果 

Ｃ１モード法 

（g/kWh） 

NMHC＋NOx 

年 

／ 

月 

／ 

日 

作  業 
作業開始時の 

運転時間数 

ＣＯ 

ＨＣ ＮＯｘ 

ＰＭ 

 

 

備考 

 

 

 

        

 

（注）1.｢作業」の欄には、長時間運転、排出ガス測定、点検・整備及びその他の別をそれぞ

れ｢A｣､｢B｣､｢C｣及び｢D｣により記入する。なお、その他の作業については「備考」の欄

に作業の具体的内容を記入する。   

   2.｢作業開始時の運転時間数｣については、相当する運転時間を換算した値を記入する。 

   3.耐久運転後の推定値算出時の運転時間数は、規程の取扱い第２の４(2)に規定する運

転時間数とする。 

   4.｢原動機のシリアル番号｣の記載については、試験原動機のシリアル番号を記載する。 
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付表 3 

              長時間運転点検整備等記録 

 

原動機のシリアル番号 

原動機の型式 

年/月/日 運転時間数（h） 点検・整備等の種類 点検・整備箇所 点検・整備内容、処置
 

  

 

   

 

（注）1.｢点検・整備等の種類｣の欄には、定期点検整備又は臨時整備の別を記入する。 

   2.｢点検・整備内容、処置｣の欄には、実施した調整及び部品等の交換の内容を具体的に 

     記入する。 

   3.警報装置が作動した場合には、警報装置が作動した旨を｢点検・整備等の種類｣の欄に 

    記入するとともに、作動時の月日及び運転時間をそれぞれ該当する欄に記入する。 

    また、原因、処置については、「点検・整備内容、処置」の欄に記入する。 

   4.｢運転時間数｣については、相当する運転時間を換算した値を記入する。 

   5.｢原動機のシリアル番号｣の記載については、当該原動機のシリアル番号を記載する。 
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別紙１ 

 

原動機ダイナモメータ上の運転方法（参考モード） 

 

原動機ダイナモメータ上で長時間運転を行う場合には、次のいずれかの方法により行うことと

する。 

 

1 運転方法 A 

 表 A に掲げる原動機の運転パターンを、表 Bの中欄に定める原動機の種別ごとの運転時間以

上に到達するまで繰り返し運転する。なお、外挿法を適用して運転する場合には、表 Aに掲げ

る原動機の運転パターンを、運転時間が表 Bの右欄に定める外挿法適用時の運転時間以上に到

達するまで繰り返し運転する。 

 

表 A 

（注）※中間回転速度及び定格回転速度とは、Ｃ１モード法に規定するものをいう。 

 

参考図 A 

 
 

表 B 

原動機の種別 運転時間 外挿法適用時の運転時間 

定格出力が8kW以上19kW未満 3,000時間 1,000時間 

定格出力が19kW以上37kW未満 5,000時間 1,670時間 

 

定格出力が37kW以上560kW以下 8,000時間 2,670時間 

運転状態 
運転モード 

原動機回転速度 原動機負荷率（％）

運転時間 

(min) 

累計時間 

(min) 

1 アイドリング 0 23 23 

2 中間回転速度※ 25 40 63 

3 中間回転速度※ 50 14 77 

4 中間回転速度※ 100 18 95 

5 定格回転速度※ 100 9 104 

  

6 定格回転速度※ 25 16 120 

定格回転速度 

中間回転速度 

アイドリング 

(％) 
100 

90 
80 
70 
60 
50 
40 
30 
20 
10 

0 
     23                  40               14       18        9      16   (min) 

（1 サイクル 120min 以内とする） 
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別紙２ 

 

2 運転方法 B 

表Aに掲げる原動機の運転パターンよりも高い平均負荷率の運転パターンを繰り返し運転す

る。この時の運転時間は、表 Aに掲げる原動機の運転パターンを表 Bの中欄に定める原動機の

種別ごとの運転時間運転した場合の総仕事量（以下「Wx」という。）と同等以上となる総仕事

量に到達するまでとする。Wx 到達時点の運転時間を表 Bの中欄に定める原動機の種別ごとの運

転時間とみなすことができる。外挿法適用時の運転時間は、表 Aに掲げる原動機の運転パター

ンを表Bの右欄に定める原動機の種別ごとの外挿法適用時の運転時間運転した場合の総仕事量

（以下「Wy」という。）と同等以上となる総仕事量に到達するまでとする。Wy 到達時点の運転

時間を表 B の右欄に定める原動機の種別ごとの外挿法適用時の運転時間とみなすことができ

る。運転時間をみなす場合、途中の運転時間も同様の比率で換算し、これを運転時間とみなす。

なお、運転パターンは、任意とするが、運転状態が負荷率 100％でない領域を含むものとする。 

 

運転パターンの平均負荷率は次の式により求める。 

 E＝∑（En（i）×WF（i）） 

運転パターンを運転した場合の仕事量は次の式により求める。 

 
( ) ( ) ( )∑ ××××= 








100

1
iWFtinEiMAXLW

 
ただし、 

 
( ) ( )

( )∑
=

imt

imt
iWF

 
 E ：平均負荷率（％） 

 W ：一定時間（t時間）運転した場合の仕事量（kWh） 

 LMAX(i) ：各運転モードにおける原動機回転速度に対応する最大出力（kW） 

 En(i) ：各運転モードにおける原動機負荷率（％） 

 WF(i) ：各運転モードにおける運転時間の全モード合計時間に対する比率 

 tm(i) ：各運転モードの時間（min） 

 t :1 運転パターンの運転時間（h） 

 

運転方法 Bの運転時間の換算は次式により求めること。なお、この換算後の運転時間を運転時

間とすることができる。 

 

( ) ( ) ( )( )
Bｔ

RL
120

13
1L

120

35

100

1
iWFinEiMAXL

At ×

×+×

×∑ ××

=









 
 

 L1  ：中間回転速度に対応する最大出力（kW） 

 LR  ：定格回転速度に対応する最大出力（kW） 

 tA  ：換算後の運転時間（h） 

 tB  ：運転方法 Bでの運転時間（h） 
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附則 2(記 2 関係) 

 

申請原動機の運転実施済証及び基準適合証の記載要領 

 

 申請原動機の運転実施済証等(申請原動機の運転実施済証及び基準適合証をいう。以下同

じ。）については、以下に示す要領により記載することとする。 

 なお、記入欄の大きさは、順序及び配列を変えない範囲で伸縮することができる。また、記

入欄に不足が生ずる時は、2枚以上の用紙により記載することができる。 

第１ 様式 2-1 の項目別記載方法 

 １ 申請原動機の製作者の氏名又は名称 

   申請原動機の製作者の氏名又は名称を記載する。 

 ２ 住所 

   申請原動機の製作者の住所を記載する。 

 ３ 申請原動機の名称及び型式 

   申請原動機の名称及び型式を記載する。 

 ４ 排出ガスに係る構造・装置 

  (1) 原動機と一体として搭載される排出ガスの発散防止装置の主な構成部品 

表 1の構成部品の欄に掲げる排出ガスの発散防止装置の構成部品について、同表の区分

の欄に掲げる項目等をその例により記載する。 

なお、構成部品の欄に掲げる装置が装着されていない場合においては、その旨の記載を

省略することができる。 

表 1 

構成部品                        区       分 

1 種類（酸化触媒、還元触媒、三元触媒等）の別 

2 形式（モノリス、ペレット等）の別 

3 容量及び個数（2L・2個（1L＋1L）等）の別 

4 主要成分（白金、ロジウム、パラジウム等）の別 

5 担持量（白金g、ロジウムg、ベラジウムg等）の別 

触 媒 

6 取付け位置（排気マニホールド内、床下、DPF一体型等）の別 

1 種類（連続再生式、交互再生式等）の別 

2 容量及び個数（2L・2個（1L十1L）等）の別 

DPF 

3 取付位置（排気マニホールド直下、床下等）の別 

EGR装置 装着の有無 

二次空気供給装置 装着の有無 

O2センサー 装着の有無 

 

その他の装置 装置の名称 

 

  (2) 原動機等の主な仕様 

表 2の仕様の欄に掲げる装置等について、同表の区分の欄に掲げる項目等をその例によ

り記載する。 

なお、区分の欄に掲げる装置が装着されていない場合においては、その旨の記載を省略

することができる。 

M-PLBJSC
テキストボックス
- 33 -




 - 33 -

表 2 

仕 様 区           分  

 

 

 

 

原動機の仕様 

 

 

1  燃料の種類 

2  燃焼サイクル（2サイクル、4サイクル等）の別 

3  冷却方式（空冷、水冷等）の別 

4  シリンダブロック形状及びシリンダ数（直6、V6等）の別 

   （シリンダ数は触媒、DPF装置等の後処理装置付に限る。） 

5  シリンダボアの中心間距離の別 

6  総排気量の別 

7  燃料供給方式（噴射ポンプの型式等）の別 

8  燃焼室形式（副室式、直接噴射式等）の別 

9  弁機構（OHV、OHC等）の別 

10 過給機の有無 

11 給気冷却器の有無 

その他の装置 装置の名称 

 

 ５ 運転の主な実施場所及び運転の実施期間 

申請原動機に係る運転の実施場所の名称及び所在地、並びに運転の開始時期及び終了時

期を年月まで記載する。 

 ６ 運転の実施結果等 

  (1) 運転の別 

      ｢原動機ダイナモメータ試験｣等の例により記載する。 

  (2) 運転の条件 

  運転条件又は運転モードの名称を｢参考モード｣、｢○○社モード｣等の例により記載す

る。 

  (3) 運転時間 

    運転時間を（h）単位で記載する。 

なお、附則 1別紙 2に定める運転方法 Bによる場合においては、運転の条件欄に記載し

た運転時間を同項で定める換算後の運転時間を（h）単位で記載する。 

  (4) 劣化補正値 

次のいずれかの方法により求めた劣化補正値（AA）を記入欄に記載する。記入値は排出

ガス対策型原動機の認定及び排出ガス対策型建設機械の指定に関する技術基準（平成１８年

国土交通省告示第３４９号。以下「技術基準」という。）で定められた基準値の 2桁下の位

を四捨五入して基準値の 1桁下の位まで算出した値とする。 

① 排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程の取扱いについて（以下「規程の取

扱い」という。）第２の４(2)に揚げる運転による場合 

Ｃ１モード法により、CO、HC、NOx（又は NMHC＋NOx）及び PM の各排出ガス成分ごとに

劣化補正値を算出する。まず、排出ガス値（yi：単位はそれぞれ技術基準で定める基準

値の 2 桁下の位を四捨五入して基準値の 1 桁下の位まで算出した値とする。整備の前後

に測定を実施した場合においては、整備後の値を用いる。）及びそれぞれの測定時にお

ける運転時間（xi：単位は hとする。以下同じ。）を用いて、yと xの関係を示す式 y

＝ a ＋ b × x の a と bを次の式により求める。 
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( )∑ ∑−

∑ ∑ ∑ ∑=
2xi2xin

xiyixi-yi2xi
a   

( )∑ ∑−

∑ ∑ ∑−
=

2
xi

2
xin

yixixiyin
b     

次に、100h における排出ガス値（y0）及び長時間運転時間（xE）運転後の排出ガス値（yE）

を次の式により求める。 

 y0＝ a ＋ 100× b       yE＝ a ＋ xE × b 

次に劣化補正値（AA）を次式により求める。ただし、算出した劣化補正値が負となった

場合においては、劣化補正値を 0とする。 

  AA＝ yE － y0 

② 米国 EPA 又は EEC の定める耐久運転による場合 

Code of Federal Regulations（米国連邦法規総覧）Title 40 Chapter 1 Part89、Part 1039

又は 97／68／EC 及びその改訂指令で StageⅢ以降（EC 指令）に規定する方法により求

めた長時間運転時間数に相当する各成分ごとの劣化係数、又は劣化補正係数（DF）を用

いて、次の式により求める。 

 AA＝y0 ×（DF－1）（DF が劣化係数の場合） 

 AA＝DF      （DF が劣化補正値の場合） 

③ 外挿法による場合 

外挿法を適用する場合は、Ｃ１モード法により、CO、HC、NOx（又は NMHC＋NOx）及び PM

の各排出ガス成分ごとに劣化補正値を算出する。まず、排出ガス値（yi：単位はそれぞ

れ技術基準で定められたものを用いるものとし、技術基準で定められた基準値の 2 桁下

の位を四捨五入して基準値の 1 桁下の位まで算出した値とする。以下、本項における排

出ガス値は外挿値も含め、すべて同様の方法で算出する。また、整備の前後に測定を実

施した場合においては、整備後の値を用いる。）及びそれぞれの測定時における運転時

間（xi：単位は h とする。以下、本項における運転時間は外挿値も含め、すべて単位は

hとする。）を用いて、yと xの関係を示す式 y ＝ a ＋ b × x の a と bを次の式によ

り求める。 

( )∑ ∑−

∑ ∑ ∑ ∑=
2xi2xin

xiyixi-yi2xi
a   

( )∑ ∑−

∑ ∑ ∑−
=

2
xi

2
xin

yixixiyin
b   

次に、初回の定期交換時間（xR1）における交換直前の排出ガス外挿値（yR1）を次の式に

より求める。 

 yRl ＝ a ＋ xR1 × b 

次に y と x の関係式 y ＝ a ＋ b × x より、x＝0で y＝aの関係を用いて、これと

外挿法適用時の運転時間を x1/3 として、運転時間（x1/3＋100）における後処理装置の交

換後の測定値（y1/3）を用いて、初回の定期交換時間（xRl）における交換直後の排出ガス

外挿値（y01）及び長時間運転時間（xE）における排出ガス外挿値（y0E）を次の式により

求める。ただし、y1/3＜a の場合においては、y1/3＝a とする。 

 y01 ＝ a ＋ ((y1/3－a）／（x1/3＋100)) × xR1 

 y0E ＝ a ＋ ((y1/3－a）／（x1/3＋100））× xE 

次に、100h における排出ガス値（y0）を次の式により求める。 

 y0 ＝ a ＋ 100 × b 

次に、劣化補正値（AA）を次式により求める。ただし、算出した劣化補正値が負となっ

た場合においては、劣化補正値を 0とする。 

 AA ＝（yR1－y01）＋ y0E － y0 

④ その他の運転の方法による場合 

  ①に掲げる方法に準じて劣化補正値（AA) を求める。 

  (5) 初期値 

 (4)①及び③の方法により劣化補正値を求める場合においては、100h における推定排出

ガス値（y0＝B）、その他の方法による場合においては、実測（測定時の運転時間は 100h

以上とする。）による排出ガス値（B）を記載する。 
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記入値は、技術基準で定める基準値の 2桁下の位を四捨五入して基準値の 1桁下の位まで

算出した値とする。 

  (6)  長時間運転時間における推定値 

Ｃ１モード法による推定値（C）を記載する。記入値は、技術基準で定める基準値の桁数

までとし、その直近下位の数値を四捨五入する。 

推定値（C）は、初期値（B）及び劣化補正値（AA）を用いて、次式により求める。 

 C ＝ B ＋ AA 

 ７ 技術基準への適合性 

規程の取扱い第２の４(2)に掲げる運転時間運転時の推定値及び全ての実測値について、

技術基準第２条に規定する基準値以下の場合には、「適合」と記載する 

 ８ 備考 

運転中に重大と思われる故障が生じた場合においては、故障箇所、故障内容等を記載する。 

第２ 様式 2-1 の記載方法の特例 

 排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程（平成１８年国土交通省告示第３４８号。

以下「規程」という。）第４条の認定申請において、次の取扱いによることができる。 

 １ 申請原動機の構造・装置（排出ガスに係るものに限る。以下「排出ガスに係る構造・装

置」という。）であって表 1 及び表 2 に掲げるものが既に認定を受けた型式の原動機も

しくは既に認定を申請している他の型式の原動機（以下「既型式認定原動機」という。）

の排出ガスに係る構造・装置と同一のものであって排出ガスの発散防止装置に生じる機

能の劣化の程度が同等又は明らかに少ないと認められる場合においては、備考欄に当該

既型式認定原動機の型式、決裁番号及び決裁年月日等を記載することにより、当該申請

原動機に係る運転の主な実施場所、運転の実施期間及び運転の実施結果等の記載を省略

することができる（ただし、当該既型式認定原動機について、運転の主な実施場所、運

転の実施期間及び運転の実施結果等の記載が省略されている場合を除く。）。 

 ２ 申請原動機の排出ガスに係る構造・装置であって表 1及び表 2に掲げるもの（原動機の

総排気量並びに触媒の容量及び担持量を除く。）が既型式認定原動機の排出ガスに係る

構造・装置と同一のものであって表 3 の項目の欄に掲げる装置の仕様等が同表の区分の

欄に掲げる範囲内にある場合においては、備考の欄に当該既型式認定原動機の型式、決

裁番号及び決裁年月日等を記載することにより、当該申請原動機に係る劣化補正値欄に

当該既型式認定原動機に係る「申請原動機の運転実施済証及び基準適合証」に記載され

た劣化補正値を記載することができ、長時間運転時間数運転時の推定値欄に当該申請原

動機の初期値（この場合の初期値とは、y0ではなく、100h 以上運転した原動機の測定値

とする。）と当該劣化補正値により算出した値を記載することができる。この場合、当

該申請原動機に係る運転の主な実施場所、運転の実施期間、運転の条件及び運転時間の

記載を省略することができる。ただし、当該既型式認定原動機について、運転の主な実

施場所、運転の実施期間及び運転の実施結果等の記載が省略されている場合を除く。 

 ３ 試験原動機等の排出ガスに係る構造・装置であって表 1及び表 2に掲げるもの（原動機

の総排気量並びに触媒の容量及び担持量を除く。）が当該申請原動機の排出ガスに係る

構造・装置と同一のものであって表 3 の項目の欄に掲げる装置の仕様等差が同表の区分

の欄に掲げる範囲内にある場合においては、備考の欄にその相違内容を記載することに

より、当該試験原動機等による運転により求めた劣化補正値を当該申請原動機に係る劣

化補正値の欄に記載することができ、長時間運転時間数運転時の推定値欄に当該申請原

動機の初期値（この場合の初期値とは、y0ではなく、100h 以上運転した原動機の測定値

とする。）と当該劣化補正値により算出した値を記載することができる。 

 ４ 附則 1（記 1 関係）長時間運転実施要領の第５の１で定める外挿法による場合は、備考

の欄に「外挿法適用」と「実総運転時間」（外挿法適用時の運転時間）を、「運転時間」

は長時間運転時間を記載する。 

 ５ 申請原動機の排出ガスに係る構造・装置であって表 1及び表 2に掲げるもの（原動機の

総排気量並びに触媒の容量及び担持量を除く。）が既に Code of Federal Regulations
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（米国連邦法規総覧）Title 40 Chapter 1 Part89、Part1039 又は 97/68/EC 及びその改

定指令で StageⅢ以降の規制（EC 指令）の認証を受けた原動機と同一のものであって表

3 の項目の欄に掲げる装置の仕様等が同表の区分の欄に掲げる範囲内にある場合におい

ては、備考の欄に当該認証の規制名、原動機の型式名等を記載することにより、当該申

請原動機に係る劣化補正値の欄に第１の６(4)②により求めた AA を記載することができ

る。 

なお、長時間運転時間数運転時の推定値の欄に当該申請原動機の初期値（この場合の初期

値とは、ｙ0ではなく、100ｈ以上運転した原動機の測定値とする。）と当該劣化補正値に

より算出した値を記載することができる。この場合、当該申請原動機に係る運転の主な実

施場所、運転の実施期間、運転の条件及び運転時間の記載を省略することができる。 

 ６ 原動機の種別が定格出力が 19kW 以上 37kW 未満である原動機の排出ガスに係る構造・装

置であって表 1 及び表 2 に掲げるもの（原動機の総排気量並びに触媒の容量及び担持量

を除く。）が原動機の種別が定格出力が 37kW 以上 560kW 以下である既型式認定原動機の

排出ガスに係る構造・装置と同一のものであって表 3 の項目の欄に掲げる装置の仕様等

が同表の区分の欄に掲げる範囲内にある場合においては、備考の欄に当該既型式認定原

動機の名称及び型式、決裁番号及び決裁年月日等を記載することにより、当該申請原動

機に係る劣化補正値の欄に当該既型式認定原動機に係る「申請原動機の運転実施済証及

び基準適合証」に記載された劣化補正値を 5000／8000 倍することにより記載することが

でき、長時間運転時間数運転時の推定値の欄に当該申請原動機の初期値（この場合の初

期値とは、y０ではなく、100h 以上運転した原動機の測定値とする。）と当該劣化補正値

により算出した値を記載することができる。この場合、当該申請原動機に係る運転の主

な実施場所、運転の実施期間、運転の条件及び運転時間の記載を省略することができる。

また、原動機の種別が定格出力が 8kW 以上 19kW 未満である原動機の排出ガスに係る構

造・装置であって表 1 及び表 2 に揚げるもの（原動機の総排気量並びに触媒の容量及び

担持量を除く）が原動機の種別が定格出力が 37kW 以上 560kW 以下である既型式認定原動

機の排出ガスに係る構造・装置と同一のものであって表 3 の項目の欄に揚げる装置の仕

様等が同表の区分の欄に揚げる範囲内にある場合（ただし、排気量差に関しては 15%以

内のみ認める）には劣化補正値を 3000/8000 倍し、原動機の種別が定格出力が 19kw 以上

37kW未満である既型式認定原動機と同一の場合は3000/5000倍することにより記載する

ことができ、長時間運転時間数運転時の推定値の欄に当該申請原動機の初期値（この場

合の初期値とは、y０ではなく、100h 以上運転した原動機の測定値とする。）と当該劣化

補正値により算出した値を記載することができる。 

 

       表 3 

 

 

項 目 区           分 

原動機 排気量差が820cc以内又は15％以内 

容量差が－15％以内 

 

触 媒 
担持量差が－15％以内 
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様式 2-1（記 2関係） 

 

   申請原動機の運転実施済証及び基準適合証 

  

            年   月   日 

    申請原動機の製作者の氏名又は名称 

    住所 

申請に係る原動機（以下「申請原動機」という。）について、次表のとおり、規程の取扱い第

２の５の規定により評定機関に提出する原動機に係る運転の要件に掲げる運転及び排出ガス

に係る構造・装置に生じる機能の劣化と同等以上の劣化を申請原動機の当該装置に生じさせる

運転（台上試験装置を用いて行う運転を含む）を行ったものであること及び当該運転を行った

場合において技術基準に掲げる基準に適合しているものであることを証明する。 

（注）長時間運転時間数とは規程の取扱い第２の４(2)に定める運転時間数をいう。 

 

備考 

  用紙の大きさは、日本工業規格 A4 とすること。 

申請原動機の名称及び型式  

排出ガスの発散防止装置の

主な構成部品 

 排出ガスに係

る構造・装置 

原動機の主な仕様  

運転の主な実施場所  

運転の実施期間  

運転の条件 

 

 

 

運転時間  

NMHC + NOx 排出ガスの成分  

CO 

HC 

 

NOx 

 

PM 

(g/kWh) 

 

劣化補 

正 値 

劣化補正値(AA) 

Ｃ１モード法による値 

(g/kWh)

(g/kWh) (g/kWh) 

(g/kWh) 

(g/kWh) 

 

初期値 (B)Ｃ１モード法による

値 

(g/kWh)

(g/kWh) (g/kWh) 

(g/kWh) 

(g/kWh) 

 

 

 

運転の

実施結

果等 

 

 

 

 

運転後 

推定値 

(C)長時間運転時間数運

転時の推定値(Ｃ１モー

ド法による値) 

(g/kWh)

(g/kWh) (g/kWh) 

(g/kWh) 

技術基準への適合性  

 

備       考  
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